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本パッケージの概要

パッケージの概要

パッケージ作成の

背景・目的

パッケージ作成に

ご協力いただいた

自治体・団体について

本パッケージは、わが国のスマートシティ事例において、各都市が抱えていた社会課題に対す

るソリューションを起点とし、各地方自治体および実施団体が持つノウハウを中心として取り

まとめたものである。

 ASEAN諸国をはじめとした新興国においては、急速な都市化による渋滞や大気汚染等の

社会課題の発生に対し、課題解決のためのソリューションやノウハウが十分に揃っていない

状況にある。

特に、インフラ等のサービス導入時における周辺住民の合意形成や必要な組織・人材の確

保・育成に関するノウハウ不足が課題となっていると指摘される事例も見られる。

 また、今後は新興国においても個人情報の取得・活用等によるスマートサービスの提供拡大

が予想される。将来的には住民の個人情報の取り扱いに関する議論が積極的に行われる

ことが想定され、現時点では大きな課題とはなっていないものの、上記同様にノウハウ不足

が課題となることは想像に難くない。

他方、わが国の国内スマートシティ事例は複数組成されてきており、ソリューション導入の過

程で実施された住民合意形成や組織の組成、個人情報の取扱いなどに関するノウハウが

各地方自治体に蓄積されている。

上記のようなノウハウを取りまとめ、新興国におけるソリューション導入時の課題解決を円滑

に進めるためのパッケージを構築し、輸出に資するものとすることを目的とする

本パッケージ作成にご協力いただいた10の地方自治体・実施団体は、「ソリューションが実

装段階にあるか」「情報発信を積極的に行っているか」などの選定基準を設け、経済産業

省及びNRIの協議により選定した。
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本パッケージの目次

＃
社会課題

導入ソリューション 自治体
大項目 小項目

1

地域・産業振興

持続可能な地域運営 課題ドリブン型のスマートサービスの展開 益田市

2 雇用創出および関係人口の増加 情報活用産業の基盤整備 会津若松市

3 新産業育成・技術革新 センサーネットワークを活用した事業展開 富山市

4 行政情報の発信および業務の効率化 オープンデータPFの整備 札幌市

5 防災・防犯 犯罪発生の抑止 見守りカメラの設置 加古川市

6 ウェルネス 居住者の健康維持・促進 ヘルスケアサービスへの個人情報活用 さいたま市

7

エネルギー・環境

廃棄物処理 海外諸都市に向けた清掃事業紹介モデル 東京都

8 水道事業の整備・運営改革 インフラ更新・耐震化促進と運営の広域連携化 大阪市

9 海・河川の汚染防止
下水道整備・維持管理の高度化による

排水処理の改善
横浜市

10 モビリティ 地域内交通の新たな価値創出 民間事業者主導による新たな移動サービスの導入 渋谷区
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課題ドリブン型のスマートサービスの展開｜

ノウハウ②ルーラル型スマートシティ実現のための地域課題抽出

益田市市役所や益田警察署、益田消防署、益田観光協会や地元NPO法人などから地域の課題を抽出し、地域の優先順位と

出口戦略となる新産業の未来を評価し、民間主導でソリューションを提案し、益田市にテクノロジーや地域交流のエコシステムを実装

アンケート用紙

 他の様々のスマートシティは、技術オリエンテッドな傾向があるが、益田

市の皆様に11回にわたって研修を行い、その場でアンケートをとり、行政

の課題を抽出し、それに基づいて解決方法を検討するという、目的志

向の方法で進めている。

 その結果、医療ヘルスケア、高齢者見守り等の取組みに繋がっている。

現在10個のプロジェクトが稼働しているが、それらの共通性は、地域で

課題となっていることに取り組んでいることである。

 農業関連の取組みなど地方型のものが多いが、必ずしも益田市に閉じ

た団体ではなく、NICT・慶應大学・長崎大学・島根県警益田署等の

外部の地域の人も関わってきている。

サイバースマートシティ創造協議会

代表理事

課題抽出に関する取り組み
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課題ドリブン型のスマートサービスの展開｜ノウハウ③導入コスト低減による持続可能な運営

 コストを抑えたデバイスを導入することで市内全域にLPWAを展開

サイバースマートシティ向けのIoTゲートウェイ（プロトタイプ） 独自開発の血圧計データ送信対応したLPWA無線モジュール
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情報活用産業の基盤整備｜ノウハウ③標準化されたデジタル情報プラットフォームの整備

会津若松市の「デジタル情報プラットフォーム」のイメージ

会津若松市や地域からの情報及び様々な分野のサービスが提供可能な「基盤」について、規格を標準化して整備することで、特定

ベンダーに固有しないサービス開発・機能拡張や他地域への横展開が容易となる
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センサーネットワークを活用した事業展開

｜ノウハウ③地域課題解決に向けた検討を行う、産官学民連携の場の整備

未来共創の推進体制

若者を中心に、市内外の多様な人材の交流を促すとともに、未来のビジョンや地域課題を共有する対話の場を設けることにより、

地域住民と共同で、地域課題解決や新ビジネス創出に向けた検討を行う施設「Sketch Lab」を開設している。

 「Sketch Lab」は若手起業家・経営者と富山市による官民連携組織「とやま未来共創チーム」が、企画・運営を担う
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プラットフォームのUIイメージ

オープンデータPFの整備｜概要

概要

• 「札幌市 ICT 活用戦略」に基づいて一般財団法人さっぽろ産業振興財団と共同で「札幌市 ICT 活用プラットフォーム」を構築

• 過去の災害記録や将来推計人口など札幌市が保有するデータや、各実証実験などから収集したデータを分野別に簡単に見つけて

利用できる「データカタログ」と、 各種データを活用・分析し、人口動態や交通機関運行状況等を地図やグラフで分かりやすく表示す

る「ダッシュボード」などで構成

データPFの整備目的

企業や大学によるオープンデータ活用の推進

 官民のデータ収集・管理によって多面的なデータ分析や新サービ

ス・研究開発の活性化を目指す

市民への情報発信

 気軽にオープンデータに触れることができる環境整備による札幌市

の情報や取り組みに対する認知を向上する

札幌市ICT活用プラットフォームの全体像
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オープンデータPFの整備｜ノウハウ①各種データのPF上での連携およびオープン化

ダッシュボードUIデータカタログ

行政データや各実証実験などから収集したデータを「データカタログ」として展開した

機微な個人情報は扱わない、購買データ取得においても、統計化されたデータに限定するなどの方針でPF構築を行った

各種データを活用・分析し、人口動態や交通機関運行状況等を地図やグラフで分かりやすく表示する「ダッシュボード」を整備
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オープンデータPFの整備｜ノウハウ②PF共同利用による周辺自治体との連携強化

 総務省の連携中枢都市圏という枠組みの中で、札幌中心で連携して

データPF活用によるオープンデータ化を進めていこうと呼びかけ、千歳市と

小樽市が参画してくれた。

 データPFは札幌単体で使っていてももったいないし、他都市がイニシャル

コストをかけずに導入できるよう共同利用を試みた。現在は千歳市の医

療機関データや、小樽市のコロナ関連のデータを札幌のデータPF上に掲

載している。

 オープンデータ化のスタートで我々の基盤を使っていただいているというの

はいいことだと認識している。

 スマートシティにおいてマネタイズは大きな課題だと認識している。

札幌市まちづくり政策局

政策企画部 ICT戦略推進担当係長

周辺自治体との連携についてDATA-SMART CITY SAPPORO」の利用拡大イメージ

総務省の連携中枢都市圏の枠組みにおいて、札幌を中心としてデータPF活用によるオープンデータ化の推進を呼びかけ、千歳市と小

樽市が参画

周辺自治体にとってオープンデータ化、PF整備においてハードルとなるイニシャルコストが削減できる
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イメージ

見守りカメラの設置｜概要

概要

• 小学校の通学路や学校周辺を中心に見守りカメラを設置し、通学時や外出時の子どもの安全を確保。

• 2017年度は通学路や学校周辺を中心に900台を設置、2018年度は公園周辺や駐輪場周辺、主要道路の交差点などを中心に

575台を設置。

• また、見守りカメラに「ビーコンタグ（BLEタグ）検知器」を内蔵することで、子どもや認知症のため行方不明となる恐れのある方の位

置情報履歴をご家族等にお知らせする見守りサービスの普及にも取り組む。

見守りカメラの設置目的

犯罪の抑止

 見守りカメラの設置を明示することで、犯罪を抑止します。

事件等の早期解決

 撮影された画像データを捜査機関に提供することで、事件等の早期解決に協力します。

その他市民生活の安全の確保

 捜査機関による行方不明者の捜索、災害発生時における被害状況の確認や災害発生後の検証などに役立てます。

カメラの設置イメージ 撮影された映像 設置場所
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見守りカメラの設置｜ノウハウ①市民の意見を踏まえた設置場所設定や条例制定

見守りカメラ設置候補場所選定フロー

通学路や学校周辺などで設置候補場所（案）870箇所を選定。

刑法犯発生状況や地域団体からの要望等と市街地状況（土地利用、建物利用）に基づき設置候補場所を追加選定。

最終的に設置候補場所1,400箇所を選定。（1校区あたり50台程度。全28校区。）

 1,400箇所とは別に、主要幹線道路交差点や校区間、通学路以外の犯罪多発エリア100箇所程度を選定。
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見守りカメラの設置｜ノウハウ②プライバシー保護のためのマスキングやデータ保有期間の設定

プライバシーマスク適用例 データ保有期間やモニタリングについて

 肖像権やプライバシーへの配慮から、玄関や窓、ベランダなどには

プライバシーマスクを適用し、特定の個所を黒く塗りつぶして撮影

しないこととしている

 常時モニタリングしているのではなく、カメラの中にSDカードが

搭載してあり、そこにデータが格納されている

 警察の要請があった場合にそのカメラの情報を無線で取得する

 SDカードには12日程データが格納されており、上書きされていく

仕様になっている

 上記のような運用についても住民に説明をし、理解されている

加古川市役所企画部

情報政策課副課長
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参考資料 加古川市見守りカメラの設置及び運用に関する条例全文 平成29年9月29日

条例第28号

(目的)

第1条 この条例は、見守りカメラの設置及び運用に関し必要な事項を定めることにより、犯罪の抑止、事件等の早期解決その他市民生活の安全の確保を図り、もって安全で安心なまち

づくりを推進することを目的とする。

(定義)

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1) 見守りカメラ 公共の場所を継続的に撮影するため、市が設置する撮影装置、当該撮影装置と通信回線を通じて接続される情報機器その他必要な関連機器で構成されるもの(専

ら市の施設若しくは備品の管理又は防災を目的として設置されたものを除く。)をいう。

(2) 公共の場所 不特定多数の者が自由に通行し、又は利用する道路、公園、広場その他の屋外の場所をいう。

(3) 市民等 市内に居住し、若しくは滞在する者(通勤、通学等をする者を含む。)又は市内を通過する者をいう。

(4) 画像データ 見守りカメラにより撮影された画像の電磁的記録(電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録をいう。)をいう。

(5) 個人情報画像 画像データのうち、加古川市個人情報保護条例(平成10年条例第28号)第2条第1号に規定する個人情報に該当するものをいう。

(見守りカメラの設置)

第3条 市は、犯罪の抑止、事件等の早期解決その他市民生活の安全の確保を目的として、見守りカメラを設置し、撮影する。

(基本原則)

第4条 市長は、見守りカメラをその有効性が最大限に発揮されるように設置しなければならない。

2 市長は、安全で安心なまちづくりを推進するため、見守りカメラの設置及び運用に当たっては、関係する団体又は機関との連携を図るものとする。

3 市長は、市民等がその容貌及び姿態をみだりに撮影されない自由を有することに鑑み、見守りカメラの設置及び運用に当たっては、十分な配慮をしなければならない。

4 市長は、見守りカメラの設置目的を効果的に達成する観点から、一定の期間ごとにその設置場所等を見直さなければならない。

(適正な運用)

第5条 市長は、見守りカメラの運用については、次条から第8条までに定めるもののほか、加古川市個人情報保護条例で定めるところにより適正に行わなければならない。

2 見守りカメラの適正な運用について必要な事項は、規則で定める。

(目的以外の利用の制限)

第6条 市長は、個人情報画像を見守りカメラの設置目的以外に利用し、又は他の実施機関(加古川市個人情報保護条例第2条第2号に規定する実施機関をいう。以下同じ。)に提供

してはならない。

(外部提供の制限)

第7条 市長は、画像データについて実施機関以外のものへの提供(以下「外部提供」という。)をしてはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。

(1) 法令又は法令の規定による指示があるとき。

(2) 市民等の生命、身体又は財産の保護のため、緊急かつやむを得ないと認めるとき。

(3) 捜査機関から犯罪捜査を目的とした要請を受けたとき。

2 市長は、前項ただし書の規定により画像データの外部提供をするときは、規則で定める措置を講じなければならない。

(画像データの不開示)

第8条 市長は、画像データの開示を求められたときは、当該画像データを開示しないものとする。

(運用状況の公表)

第9条 市長は、毎年度、見守りカメラの運用状況を公表するものとする。

(補則)

第10条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、規則で定める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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イメージ

ヘルスケアサービスへの個人情報活用｜概要

概要

• パーソナルデータの安心・安全な利活用を目指し、統合データプラットフォーム「共通プラットフォームさいたま版」を整備。

• 2019年より、住民一人ひとりに合ったライフスタイルの実現を支援する、地域サービスの開発・検証に取り組むプロジェクト「ミソノ・デー

タ・ミライ」を始動。

• 市民モニターより健康診断結果や体組成データ、購買データ、住環境データ等のパーソナルデータを収集し、ヘルスケア系サービサーを

はじめとするデータ活用事業者に提供し、モニターへのサービス向上を図る。

ヘルスケアサービスへの個人情報活用の目的

個人情報提供における安心感の醸成

 個人情報の提供に伴う住民の不安感を低減し、安心

感を醸成します。

地域サービスの充実によるQOL向上

 個人情報の活用による住民一人ひとりに向けた地域

サービスを充実させ、市民のQOLを向上させます。

パーソナルデータの価値向上と企業の事業創出への寄与

 パーソナルデータの多様化・深化を進めることで、パーソナ

ルデータの持つ価値を向上させます。

 さらに、パーソナライゼーションによって、民間企業の事業

創出を支援し、新たな収益モデルの構築に寄与します。
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ヘルスケアサービスへの個人情報活用｜

ノウハウ①個人情報提供における安全・安心確保のための機能整備・規約策定

データの流通・受け渡し方法

 「共通プラットフォームさいたま版」の基本機能として、情報提供者自身が、指定のデータを指定のサービス事業者にのみ開示許可する

ように制御ができる機能である「VCRM※認証機構」を導入。

 「VCRM認証機構」は、“情報提供者がどのサービス事業者にどのデータの提供を許可するか”と“サービス事業者がどのデータを必要と

するか”の相互関係をデータベースに保持する。

※VCRM：Vender Consumer Relationship Managementの略称
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ヘルスケアサービスへの個人情報活用｜

ノウハウ①個人情報提供における安全・安心確保のための機能整備・規約策定

市民モニターは、ユーザーインターフェースより、自身の情報を提供する事業者と提供する情報の種別を選択することができ、

自身が情報を提供している事業者やアクセスされた情報項目について、ログを確認することも可能

情報提供者（市民モニター）向けのユーザーインターフェース

提供を受けられるサービスへの参加・辞退が可能
モニターが提供している事業者情報、及び

アクセスされた個人情報の項目を確認可能
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参考資料 UDCMi 共通プラットフォームさいたま版利用規約 - データ提供事業者向け
※規約文一部抜粋

第1条 (目的)

1 本規約は、総務省「平成 31 年度予算 情報信託機能活用促進事業」の一環として、

さいたま市を中心に実施する情報信託機能に関する地域実証「ミソノ・データ・ミライプロ

ジェクト2019」において、一般社団法人美園タウンマネジメント(以下「当法人」といいま

す。)が提供する UDCMi 共通プラットフォームさいたま版からパーソナルデータの提供する際

の条件について定めます。

2 前項のプラットフォームは、モニターからパーソナルデータの管理・利用等の委託を受けて、モ

ニターの利益を図ることを目的とします。

3 当法人が、本システムの利用条件等の詳細について、別途定める規則、マニュアル等は、

本規約と一体で適用されるものとします。

第2条 (定義)

本規約における次の用語の意味は、下記のとおりです。

(1) 「実証実験」とは、前条第 1 項に定める地域実証をいいます。

(2) 「本システム」とは、パーソナルデータを安全に管理し、活用するために、当法人が実証実験

において提供するプラットフォームです。

(3) 「本サービス」とは、本システムを用いて、パーソナルデータを提供するサービスです。

(4) 「モニター」とは、自己のパーソナルデータを直接または間接に当法人に提供し、当法人との

契約に基づいて本システムを利用する個人です。

(5) 「データ提供事業者」とは、自己が保有するモニターのパーソナルデータを本システムに直接

提供する事業者をいいます。

(6) 「データ利用事業者」とは、本規約に定める条件にしたがって、当法人からモニターのパーソ

ナルデータの提供を受け、自己の事業等のために利用する事業者です。

(7) 「対象データ」とは、本システムで管理するモニターの個人情報等のパーソナルデータです。

(8) 「本サイト」とは、本サービス及び実証実験に関する情報提供のために、当法人が開設す

る Webサイトです。

(9) 「ID」とは、本システムにおいて、データ提供事業者を識別するための符号です。

(10)「本規約等」とは、本規約及び第 1 条第 3 項に定める規則等の総称です。

(11)「要配慮個人情報」とは、個人情報保護法第 2条第 3 項に定義される情報をいいます。

第3条 (契約の成立)

1 本サービスの利用を希望する場合、本規約の内容を承諾の上、当法人所定の方法によ

り、当法人に利用を申し込みます。

2 当法人が前項の申込を承諾した時点で、当法人とデータ提供事業者の間に、本規約に

基づき、本サービスの利用に関する契約(以下「本契約」といいます。)が成立するものとしま

す。

3 当法人は、第 1 項に基づく申込が次の各号のいずれかに該当すると判断した場合、申

込を承諾しないことがあります。

(1) 申込内容に虚偽の内容が含まれる場合

(2) 当法人との契約に違反したことにより、契約を解除されたことがある場合

(3) その他、本システムの運営に支障がある場合、または、そのおそれがある場合

4 データ提供事業者は、申込内容に変更がある場合、当法人所定の方法に従って、事前

に変更手続を行うものとします。

第4条 (対象データの提供)

1 データ提供事業者は、モニターから直接、または、他の事業者を介して取得した対象データ

を、本システムに提供します。

2 前項の提供は、別途、当法人が本規約等により指定する提供方法、対象データの項

目・形式にしたがって行うものとします。なお、対象データの提供に際しては、対象データを

暗号化した状態で行うもとします。

3 データ提供事業者は、第 1 項に基づき提供しようとするデータに、モニターの要配慮個人

情報、クレジットカード番号及び銀行口座番号が含まれる場合、事前に当法人に通知の

上、他の対象データとに区分して、当該データを提供するものとします。

第5条 (モニターの同意等)

1 データ提供事業者は、前条の提供に先立ち、提供する対象データにかかるモニターと当法

人との間で本システムの利用に関する契約が締結されていることを確認するものとします。

2 データ提供事業者は、前条の提供に先立ち、提供する対象データにかかるモニターから次

の事項について、同意を得るものとします。ただし、当法人が事前に、データ提供事業者か

ら対象データの提供を受けることについて、モニターの同意を得ている場合を除きます。

(1) 対象データが、当法人、データ利用事業者に提供されること

(2) 対象データが、当法人またはデータ利用事業者により、次の目的で利用されること

① 本システムの運営、関連するサービスの提供

②当法人またはデータ利用事業者の商品・サービス等に関する通知、特典の提供

③前各号に関する利用者への通知、利用者からの問い合わせ対応

④実証実験の実施

⑤ その他、別途、当法人が本システムに関連する規則等で定める目的

(3) 対象データが、当法人が定める「UDCMi 共通プラットフォームさいたま版(モニター向

け)」にしたがって取り扱われること

第6条 (対象データの取扱)

当法人及びデータ提供事業者は、対象データに含まれる個人情報を、個人情報の保護に関

する法律、その他の関係法令及びガイドラインにしたがって、厳重に管理するものとします。

2019 年 12 月 27 日制定

一般社団法人美園タウンマネジメント
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参考資料 UDCMi 共通プラットフォームさいたま版利用規約 – データ利用事業者向け
※規約文一部抜粋

第1条 (目的)

1. 本規約は、総務省「平成 31 年度予算 情報信託機能活用促進事業」の一環として、

さいたま市を中心に実施する情報信託機能に関する地域実証「ミソノ・データ・ミライプロ

ジェクト2019」において、一般社団法人美園タウンマネジメント(以下「当法人」といいま

す。)が提供するUDCMi共通プラットフォームさいたま版からパーソナルデータの提供を受けて

利用するための条件について定めます。

2. 前項のプラットフォームは、モニターからパーソナルデータの管理・利用等の委託を受けて、モ

ニターの利益を図ることを目的とします。

3. 当法人が、本システムの利用条件等の詳細について、別途定める規則、マニュアル等は、

本規約と一体で適用されるものとします。

第2条 (定義)

本規約における次の用語の意味は、下記のとおりです。

(1) 「実証実験」とは、前条第 1 項に定める地域実証をいいます。

(2) 「本システム」とは、パーソナルデータを安全に管理し、活用するために、当法人が実証実験

において提供するプラットフォームです。

(3) 「本サービス」とは、本システムを用いて、パーソナルデータを提供するサービスです。

(4) 「モニター」とは、自己のパーソナルデータを直接または間接に当法人に提供し、当法人との

契約に基づいて本システムを利用する個人です。

(5) 「データ提供事業者」とは、自己が保有するモニターのパーソナルデータを本システムに直接

提供する事業者をいいます。

(6) 「データ利用事業者」とは、本規約に定める条件にしたがって、当法人からモニターのパーソ

ナルデータの提供を受け、自己の事業等のために利用する事業者です。

(7) 「対象データ」とは、本システムで管理するモニターの個人情報等のパーソナルデータです。

(8) 「許諾データ」とは、対象データのうち、モニターの許諾に基づき、データ利用事業者が当法

人から提供を受けるデータです。

(9) 「本サイト」とは、本サービス及び実証実験に関する情報提供のために、当法人が開設す

るWebサイトです。

(10)「ID」とは、本システムにおいて、データ利用事業者を識別するための符号です。

(11)「特典」とは、データ利用事業者が、許諾データの提供を受けることを条件に、モニターに提

供するクーポン、その他の経済的価値です。

(12)「本規約等」とは、本規約及び第 1 条第 3 項に定める規則等の総称です。

第3条 (契約の成立)

1. 本サービスの利用を希望する場合、本規約の内容を承諾の上、第 7 条第 1 項のセキュ

リティ体制に関する資料、その他当法人指定の書類を提出し、当法人に利用を申し込

みます。

2. 当法人が前項の申込を承諾した時点で、当法人とデータ利用事業者の間に、本規約に

基づき、本サービスの利用に関する契約(以下「本契約」といいます。)が成立するものとしま

す。

3. 当法人は、第 1 項に基づく申込が次の各号のいずれかに該当すると判断した場合、申

込を承諾しないことがあります。

(1) 申込者が第 7 条第 1 項のセキュリティ体制が整備されていないと認められる場合

(2) 申込内容に虚偽の内容が含まれる場合

(3) 当法人との契約に違反したことにより、契約を解除されたことがある場合

(4) 日本国法に基づいて設立された法人でない場合

(5) その他、本システムの運営に支障がある場合、または、そのおそれがある場合

4. データ利用事業者は、申込内容に変更がある場合、当法人所定の方法に従って、事前

に変更手続を行うものとします。

第4条 (許諾データの提供)

1. 当法人は、モニターまたはデータ提供事業者から取得した対象データのうち、モニターが指

定した範囲の許諾データを、データ利用事業者に提供します。

2. 前項の提供の方法、許諾データの形式については、別途、当法人が本契約等により指定

するものとします。なお、許諾データの提供に際しては、対象データを暗号化した状態で行

うものとします。

第5条 (許諾データの利用目的)

1. データ利用事業者は、モニターが許諾した範囲内の利用目的に限り、許諾データを利用す

ることができます。

2. モニターが前項の許諾の範囲を変更した場合、当該モニターにかかる許諾データの全部ま

たは一部の利用の停止等、当該変更に応じた措置を行うものとします。

3. データ利用事業者は、第 1 項以外の目的で、許諾データを利用する場合、事前に当法

人指定の方法により、当法人及びモニターの承諾を得るものとします。

第6条 (第三者への提供禁止)

1. データ利用事業者は、事前に当法人指定の方法により、当法人及びモニターの承諾を得

た場合、または、法令に定める場合を除き、許諾データを第三者に提供してはならないも

のとします。

2. 前項にかかわらず、データ利用事業者は、オプトアウト(個人情報の保護に関する法律第

23 条第 2項に定める方法)または共同利用(同法第 23 条第 5項第 3 号に定める方

法)により、許諾データを提供することはできないものとします。

3. データ利用事業者は、モニターを特定できる情報を削除等し、個人情報でない形式に加

工した統計情報を作成し、第三者に提供しようとする場合、事前に当法人の書面による

承諾を得るものとします。

4. データ利用事業者は、第 1 項の承諾を得て、第三者に許諾データを提供する場合、当

該提供先に対して、本規約等に定めるデータ利用事業者の義務と同等の義務（当該

許諾データの第三者への提供禁止を含みます。）を課し、当該提供先の行動について一

切の責任を負うものとします。

2019 年 12 月 27 日制定

一般社団法人美園タウンマネジメント
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参考資料 UDCMi 共通プラットフォームさいたま版利用規約 – モニター向け
※規約文一部抜粋

第1条 (目的)

1. 本規約は、総務省「平成 31 年度予算情報信託機能活用促進事業」の一環として、

さいたま市を中心に実施する情報信託機能に関する地域実証「ミソノ・データ・ミライプロ

ジェクト 2019」において、一般社団法人美園タウンマネジメント（以下「当法人」といいま

す。）が提供するUDCMi 共通プラットフォームさいたま版のサービス利用条件について定め

ます。

2. 前項のプラットフォームは、モニターからパーソナルデータの管理・利用等の委託を受けて、モ

ニターの利益を図ることを目的とします。

3. 当法人が、前項の利用条件等の詳細について、別途定める規則、マニュアル等は、本規

約と一体で適用されるものとします。

第2条 (定義)

本規約における次の用語の意味は、次のとおりです。

(1) 「実証実験」とは、前条第 1 項に定める地域実証をいいます。

(2) 「本システム」とは、パーソナルデータを安全に管理し、活用するために、当法人が実証実験

において提供するプラットフォームです。

(3) 「本サービス」とは、本システムを用いて、個人に対して、パーソナルデータの適切な管理・利

用に関する機能を提供するサービスです。

(4) 「モニター」とは、自己のパーソナルデータを直接または間接に当法人に提供し、本サービスを

利用する個人です。

(5) 「データ提供事業者」とは、自己が保有するモニターのパーソナルデータを本システムに直接

提供する事業者をいいます。

(6) 「データ利用事業者」とは、当法人が定める条件にしたがって、本システムからモニターのパー

ソナルデータの提供を受け、自己の事業等のために利用する事業者です。

(7) 「対象データ」とは、本システムで管理するモニターの個人情報等のパーソナルデータです。

(8) 「許諾データ」とは、対象データのうち、モニターがデータ利用事業者への提供を許諾した範

囲に含まれるデータです。

(9) 「本アプリ」とは、許諾データの範囲の設定、利用状況の把握等のために、必要に応じて、

当法人が提供または指定するスマートフォン等対応のアプリです。

(10) 「本サイト」とは、本サービスの利用及び実証実験に関する情報提供のために、当法人が

開設するWeb サイトで、本アプリに表示される画面を含みます。

(11) 「本カード」とは、本サービスの利用のために、モニターが保有する必要がある「さいたま市み

んなで健康 WAON」カードをいいます。

(12) 「ID」とは、本システムにおいて、モニターを識別するための符号です。

(13) 「特典」とは、データ利用事業者が、許諾データの提供を受けることを条件に、モニターに提

供するポイント、クーポン、その他の経済的価値です。

(14) 「本規約等」とは、本規約及び第 1 条第 3 項に定める規則等の総称です。

第3条 (契約の成立)

1. 本サービスの利用を希望する場合、本規約の内容を承諾の上、当法人所定の方法によ

り、当法人に利用を申し込みます。

2. 当法人が前項の申込を承諾した時点で、モニターと当法人との間に、本規約に基づき、

本サービスの利用に関する契約（以下「本契約」といいます。）が成立するものとします。

3. 当法人は、第 1 項に基づく申込が次の各号のいずれかに該当すると判断した場合、申

込を承諾しないことがあります。

(1) 申込内容に虚偽の内容が含まれる場合

(2) 当法人との契約に違反したことにより、契約を解除されたことがある場合

(3) その他、本システムの運営に支障がある場合、または、そのおそれがある場合

4. モニターは、申込内容に変更がある場合、当法人所定の方法に従って、事前に変更手

続を行うものとします。

第4条 (対象データの取得)

1. 当法人は、直接または間接にモニターの同意を得て、モニターまたはデータ提供事業者から、

対象データを取得します。

2. 当法人は、データ提供事業者に対し、別途契約を締結することにより、次の義務を課しま

す。

(1) モニターから適正に取得したパーソナルデータのみを対象データとすること

(2) データ提供事業者から当法人への対象データの提供について、モニターの同意を得るこ

と

第5条 (利用目的)

当法人は、対象データを次の目的に利用します。

(1) データ利用事業者への提供

(2) 本サービスの提供、本システムの運営

(3) 当法人またはデータ利用事業者の商品・サービス等に関する通知、特典の提供等

(4) 前各号に関するモニターへの通知、モニターからの問い合わせ対応

(5) 実証実験の実施

(6) その他、別途、当法人が本規約等で定める目的

第6条 (許諾データの範囲)

1. モニターは、第 3 条第 1 項の申込の際、別表に定める方法により、別表に定める分類ご

とに、次の範囲を指定することができます。

(1) 許諾データの種類の範囲

(2) 提供先のデータ利用事業者の範囲

2. モニターは、本アプリからの申請（当該機能が提供される場合に限ります。）または第 16 

条第 1 項の問い合わせ窓口への通知により、前項の範囲の変更を希望することができ、

当法人は、合理的期間内にこれに対応します。

2019 年 10月 1 日制定

一般社団法人美園タウンマネジメント
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海外諸都市に向けた清掃事業紹介モデル｜概要

概要

• 日本の自治体は迷惑施設として捉えられてきた廃棄物処理施設の導入・定着のために住民合意形成に向けた様々な取組みを戦

後一貫して行いその経験を蓄積してきた。

• 東京二十三区清掃一部事務組合は東京23区が清掃工場等の管理運営のために設立した特別地方公共団体である。

• 当初、海外自治体の住民合意形成に関する支援の仕組みを想定していたわけではないが、「海外諸都市からの協力要請や日本

政府の各省庁からの要請に、的確に応える事ができるように、平成23年度に清掃事業国際協力室を設立した。

• 海外諸都市に向けた清掃事業紹介モデルは、｢安心感の構築｣、｢信頼の醸成｣、｢地域への配慮」を柱とする東京23区が蓄積した

経験を海外の清掃事業に係る事業主体向けにPR・情報発信するために取り纏めたものである。

海外諸都市に向けた清掃事業紹介モデルの目的

地方公共団体の立場で自治体として海外諸都市の廃棄物問題の解決に貢献できることを目的としている

 ｢安心感の構築｣：設備の説明、搬入ルール遵守徹底、建設中の囲いテント等の具体的な公害防止の取組や、国及び他

市町村の規制値よりも厳しい公害防止基準の自主設定とその公開、施設見学等を通じて住民の安心感を構築する。

 ｢信頼の醸成｣ ：住民説明会や住民との協議会を継続的に開催し廃棄物処理事業に対する住民の信頼感を醸成する

 ｢地域への配慮」：周辺地域に馴染む清掃工場のデザイン、施設壁面緑化、地域緑化や熱エネルギーの有効利用、緑地の

開放、防災拠点等による周辺地域への還元を通じて地域への配慮を行う。
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海外諸都市に向けた清掃事業紹介モデル｜概要

 市民の不安感・不信感・不満感を払拭する｢安心感の構築｣、｢信頼の醸成｣、｢地域への配慮」

出所）東京二十三区清掃一部事務組合
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 地域の安全性を重視した公害防止設備であることを分かり易く情報開示

海外諸都市に向けた清掃事業紹介モデル｜

ノウハウ①安心感の構築（1/2）

出所）東京二十三区清掃一部事務組合
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 国及び他市町村の規制値よりも厳しい公害防止基準を自主設定し、有害物質等に関する情報を常に住民に

公開し続けることで安心感を構築

海外諸都市に向けた清掃事業紹介モデル｜

ノウハウ①安心感の構築（2/2）

出所）東京二十三区清掃一部事務組合
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 数多くの説明会による住民理解の促進

海外諸都市に向けた清掃事業紹介モデル｜

ノウハウ②信頼の醸成（1/2）

出所）東京二十三区清掃一部事務組合
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 協議会を通じた信頼関係の構築

海外諸都市に向けた清掃事業紹介モデル｜

ノウハウ②信頼の醸成（2/2）

出所）東京二十三区清掃一部事務組合
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 周辺地域への還元（熱エネルギーの有効活用、緑地の開放、災害時の拠点機能）

海外諸都市に向けた清掃事業紹介モデル｜

ノウハウ③地域への配慮（1/2）

出所）東京二十三区清掃一部事務組合
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 周辺地域に馴染む清掃工場のデザイン

海外諸都市に向けた清掃事業紹介モデル｜

ノウハウ③地域への配慮（2/2）

出所）東京二十三区清掃一部事務組合
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下水道整備・維持管理の高度化による排水処理の改善｜概要

概要

• 横浜市では、新興国都市（セブ市、ハノイ市等）において、巨額投資を伴う下水道整備・維持管理にあたって、環境保護の観点

での下水道の必要性に対して、住民の理解を促進するとともに、市職員を派遣する等による人材育成に取り組むことで、持続可能

な下水道の運用の実現に取り組んでいる。

• また、横浜市では、1960年代より下水道施設の建設を本格化させ、国庫補助金・企業債・市税等を財源として、巨額の建設費を

投資してきた。90年代後半までに下水道をほぼ１００％整備し、様々な財源の確保とともに長期的な財政見通しを示して下水道

使用料の値上げ等に取り組んだことにより、施設整備で調達した企業債は、着実に未償還残高を減少させている。

下水道整備・維持管理の高度化による排水処理の改善の目的

河川・海の汚染防止と市民の水・衛生環境の改善

 下水道の整備、及び、適切な管理運営によって、地下水や河川・海における環境汚染を防ぎ、水・衛生環境を改善します。

下水道整備の必要性に対する住民の理解促進

 住民の環境への意識向上を図り、巨額な投資を伴う下水道整備に対する住民の理解を促進します。
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下水道整備・維持管理の高度化による排水処理の改善｜

ノウハウ①排水処理の改善に段階的に取組むことによる、環境への住民意識の向上

浄化槽管理向上による、住民の環境意識向上の取組み（例：セブ市）

将来的な下水道整備を見据え、現在の排水処理の方法の改善による海・河川等の汚染防止に段階的に取り組むことで、

環境保護の観点での下水道の重要性の高さについて、住民の理解促進を図っている。

 横浜市は、セブ市において、衛生環境の向上に向けて、バキュームトラックの導入や汚泥処理施設の建設に向けて協力している。

※回収した汚泥は固形物と絞り水に分離する。

ラグーンは絞り水に含まれる有機成分を微生物の作用により分解するための池

 セブ市は都市化と人口増加が進んでおり、特に中

心部は出来るだけ早期に下水道整備が必要。

 一方で、下水道整備は巨額投資を伴うので、まず、

住民合意が得られるような下地づくりが重要である。

 そのため、下水道の導入から始めるのではなく、既

存の簡易な浄化槽の管理改善による住居周辺の

悪臭の軽減等、住民の方にメリットを感じていただ

けるような取組みから段階的に着手することで、住

民の理解を得ていくことが必要。

横浜市環境創造局

担当者

改善前のラグーン※ 改善後のラグーン

バキュームトラックの様子 汚泥処理施設内の汚泥脱水機



53Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

下水道整備・維持管理の高度化による排水処理の改善｜

ノウハウ②下水道維持管理に係る技術指導・人材育成の実施

下水道の維持管理の向上に向けて、現場担当者とのディスカッションを通した技術指導を行うとともに、

上層部とのコミュニケーションも実施することで、継続的な下水道維持管理の改善・高度化に取り組む。

 ハノイ市では、横浜市職員を現地に派遣し、下水道管路データの電子化や下水処理場の運用指導、汚泥処理計画の策定支援に関する協議

を通して、維持管理に係る技術移転、及び、現地人材の育成に取り組むとともに、ハノイ市関係者を横浜市に招聘し研修も実施する。

下水道維持管理に関する技術移転の取組み（例：ハノイ市）

 人材育成においては、誰に対して人材育成を取り組むのが適切

なのかが論点となる。

 ハノイ市の現在のカウンターパートは現場の実務者であるが、一

方で、持続性の観点を考えると、幹部の方々に対するアプローチ

も必要であると考えている。

 人材育成においては、トップダウン型のアプローチとともに、現場

視点に立ったボトムアップ型のアプローチの両立が重要と考える。

横浜市環境創造局

担当者
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下水道整備・維持管理の高度化による排水処理の改善｜

ノウハウ③下水道整備における初期投資回収の実現

横浜市においては、第二次世界大戦後、徐々に下水道整備を進め、1962年に最初の下水処理場が稼働して以降、

巨額な投資を行いながら、精力的に下水道施設の建設に取り組んだ。

建設費の財源は国庫補助金や企業債に加え、市税などの市費から構成され、その多くは企業債が占める。なお、下水

道施設は将来にわたり長期間使用されるため、世代間負担の公平性の観点から、施設整備の財源として長期の借入

である企業債を発行している。

 2001年度には企業債未償還残高が約1兆2,900億円に達したが、その後着実に未償還残高を減少させており、2019

年度末には未償還残高が約6,667億円まで減少した。これは、下記１～４の取り組みを継続的に行うことによって、毎

年度の企業債発行額を企業債償還額の範囲内に抑えてきたことで達成されている。

１

２

３

４

 国庫補助金の対象範囲の拡大を求める国への働きかけ、及び、

国庫補助金の確保に努めたこと

 1998年頃までに、ほぼ全ての市民が下水道を使えるように、

整備を進めたこと

 下水道使用料は、当初は維持管理費のみを賄っていたが、建設事

業費も賄えるよう、少しずつ値上げを実施したこと。

 また、値上げの必要性を丁寧に市民や議会に説明することで、段階

的な値上げを実現したこと。

 運転管理の効率化や施工方法の工夫などによる、様々なコストの縮

減に取り組んだこと

下水道整備に係る投資回収に向けた横浜市の主な取組み
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イメージ

民間事業者主導による新たな移動サービスの導入｜概要

概要

• 渋谷区の抱える課題の解決に向けて、渋谷未来デザイン・民間企業（博報堂・三井物産）が連携し、生活者共創型のまちづくり

サービス「shibuya good pass」を推進。

• 「shibuya good pass」は、渋谷で展開されるプロジェクトの参加・応援や、暮らしが便利になる様々な提携サービスを利用できる

デジタルアプリサービス。

• 2021年予定のサービス本格実装に先んじて、2020年に、一部サービスであるAIオンデマンド交通サービスの実証実験を実施。

民間事業者主導による新たな移動サービスの導入の目的

快適な交通環境の整備

 地域住民によるコミュニティモビリティのシェアにより、住民の域内移動の快適性を向上します。

アプリ画面イメージ AIオンデマンドサービスのアプリ画面イメージ
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民間事業者主導による新たな移動サービスの導入｜

ノウハウ①民間企業の巻き込みのための基盤・窓口の整備

渋谷未来デザインの概要

渋谷未来デザインは、渋谷区出資（出資比率約45%）のもと、渋谷に集う多様な人々のアイデアや才能を、領域を越えて収集し、

オープンイノベーションにより社会的課題の解決策と可能性をデザインする組織として設立。

渋谷区、区内外の民間企業が会員・参画パートナーとして参画。

渋谷区の持続的な発展に向け、FDSは自ら事業を行うことで収益を獲得する

渋谷未来デザインの事業分野

都市の体験

デザイン

都市の空間価値

デザイン

市民共創の

デザイン

都市のブランド

デザイン

都市間・大学

連携デザイン

① 創造文化都市事業

② スマートシティ事業

③ エリアマネジメント研究事業

④ アーバンスポーツ事業

⑤ パブリックスペース研究事業

⑥ ダイバーシティ＆インクルージョン事業

⑦ You make Shibuya事業

⑧ 都市間連携事業

⑨ 情報発信事業

⑩ スタートアップ支援事業

⑪ 事業開拓・研究

2020年度事業計画書より
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民間事業者主導による新たな移動サービスの導入｜

ノウハウ②民間企業の巻き込みのための制度設計

S-SAP協定の仕組み

 S-SAP（シブヤ・ソーシャル・アクション・パートナー）協定とは、区内に拠点を置く企業や大学等と区が協働して地域の社会的課題を

解決していくために締結する公民連携制度

 この協定に基づき、各企業や大学の持つ技術や特色を活かして、新たな区民サービスを提供する

 2021年3月時点で、区内の民間企業21社、大学8校と協定を締結する






